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　傷病によりおおむね６カ月以上寝たきりで、療養上おむつが必要な方は、おむつ代が「医療費控除」の対
象となります。控除を受けるためには、確定申告の際、医療費控除の明細書とともに下記の書類が必要です。

① 初めておむつ代の医療費控除を受ける方

② 医療費控除を受けるのが２年目以降の方

医師が発行した「おむつ使用証明書」 
… かかりつけの医療機関にご相談ください。（発行手数料がかかります）

２年目以降の方で、主治医の意見書により必要項目が確認できる場合※は、
北アルプス広域連合が発行する「主治医意見書内容確認証明書」を、上記の
「おむつ使用証明書」に代えることができます。

主治医意見書のうち、作成日、寝たきり度、尿失禁の可能性の記載の内容により
発行できない場合があります。その場合は、①の医師が発行する「おむつ使用証明書」
が必要になります。

ご希望の方は、お住まいの市町村の介護保険担当課にお問い合わせください。

※

確定申告の際のおむつ使用証明書について

ぶらり！ おでかけ乗りましょカー

介護給付費のお知らせ（給付費通知）の送付について
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）

　
こ
の
お
知
ら
せ
は
、
ど
の
よ
う
な
サ
ー
ビ
ス
を
ど
れ
く
ら
い
利
用
さ
れ
た
か

を
お
知
ら
せ
す
る
と
と
も
に
、
介
護
保
険
事
業
に
対
す
る
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解
を
深
め
て
い
た

だ
く
た
め
の
も
の
で
す
。

※

こ
の
お
知
ら
せ
は
、
領
収
書
や
請
求
書
と
は
違
い
、
あ

く
ま
で
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
を

す
る
も
の
で
あ
り
、
確
定
申
告
の
医
療
費
控
除
に
お
使

い
い
た
だ
く
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

通知の内容
　令和２年１月～令和２年12月にご利用の居宅サービス、
地域密着型サービスの利用状況
※施設サービス、福祉用具購入、総合事業の利用状況や、介護保険給付
外のもの（通所サービスでの食費等）は記載されていません。

池田町　買い物支援事業

が始まりました。

　「巡回バスの乗車やバス停まで行くことが困難になった」、「スー
パーでの買い物を手伝ってほしい」、「店で買ったものを運んだり、
冷蔵庫に入れたりするのを手伝ってほしい」という声から、池田
町で支え合い活動による買い物支援事業が始まりました。
　この事業では、池田町にお住まいの事業対象者や要支援認定を
受けている高齢者を対象に、車への乗降から買い物中のサポート、
買い物後の荷物運びや片付けまでを、一貫してお手伝いしていま
す。利用している方からは、「買い物に行けてうれしい」という声
が寄せられています。また、この事業のお手伝いをしている方々は、
「活動することで、自分の生活にも張り合いがでる」と、意欲的に
活動していただいています。

利用料金や事業内容の詳細は、池田町社会福祉協議会（TEL62-9544）までお問い合わせ下さい。
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取
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介
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12
月
17
日（
木
）〜
令
和
３
年
１
月
７
日（
木
）ま
で

　増加を続けてきた被保険者数は、令和２年の２１，００４人をピークに減少に転じ、
団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となる令和７年には、２０，４６１人になると推
計していますが、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者
の増加等により、介護保険サービスを必要とする方は増加すると見込
んでいます。このため、第８期計画期間中の事業対象者を含めた要介
護（要支援）認定者数については、微増を見込んでいます。

計画の基本理念

　地域での集いの場の創出、介護予防を支援する人材の育成を推進します。また、地域資源の
把握や、介護予防手帳等を活用して高齢者の自立支援と介護予防の普及啓発を実施することに
より、介護予防の意識づけに努めます。

≪ ① 高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進 ≫

　医療・介護にかかわる研修を開催し、相互に理解を深めることで、連携の強化に努めます。また、
住民向けに終末期の介護や医療を考える講演会等を開催し、住民が自分自身のことについて考
え、意向を示すことについての理解を深めます。

≪ ④ 在宅医療・介護連携の推進 ≫

　介護や生活支援にかかる人材養成研修等を実施し、市町村・地域包括支援センター等と連携
する中で、修了者のフォローアップ、マッチングに重点を置き、介護の担い手創出に努めます。
また、介護サービス事業者向けの研修会等を開催し、介護職員の資質の向上を目指します。

≪ ⑤ 介護人材等の確保及び資質の向上 ≫

　認知症の人とその家族及び地域・医療・介護の人々が情報や目標を共有し、認知症の方々を
地域でどのように支えていくかについて、検討を行いながら、認知症になっても本人の意思が
尊重され住み慣れた場所で安心して住み続けられるよう、早期の段階からの適切な診断や対応、
また認知症についての正しい知識と理解に基づいた本人やその家族への支援に努めます。

≪ ② 認知症施策の推進 ≫

　高齢者のみ世帯や一人暮らし高齢者、認知症高齢者の増加に対応し、地域サロンの開催、見守り・
安否確認、外出支援、買い物・調理・掃除等の家事支援を含む日常生活上の支援が必要な方々が、
住み慣れた地域で安心して暮らすために必要となる多様な生活支援・介護予防サービスを充実さ
せるために、生活支援・介護予防サービス提供主体等協議会（協議体）を活用して、推進に努めます。

≪ ③ 日常生活を支援する体制の整備 ≫

　一人暮らし、高齢者のみ世帯、また認知症高齢者の増加が見込まれることから、ニーズの変
化等を総合的に勘案し、地域ごとの状況を考慮した、サービス基盤整備を進めます。
　また、介護サービス事業者等と常に情報共有を図り、介護サービスが安定して継続的に提供
するための体制づくりを推進します。

≪ ⑥ 介護サービスの充実と基盤整備 ≫

計画の中で重点的に取り組むこと

被保険者数と認定者数の推移

住み慣れた地域で、ともに支え合いながら、安心して、
自分らしい生活を続けることのできる地域共生社会の実現
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　関係機関と連携を図りながら、高齢者向けの住まいと介護サービスとの円滑な連携が図れる
体制づくりを進めるとともに、入居者の生活の質の向上のため「介護サービス相談員派遣事業」
等を活用し、連携する介護サービスの質の向上を目指します。

≪ ⑦ 高齢者の居住安定に係る施策との連携 ≫

　介護サービス事業所等と連携し、訓練や研修の実施による普及啓発に努めるとともに、災害
発生時の代替サービス等の確保に向けた連携体制の構築を進めます。また、構成市町村と連携し、
支援に必要な備蓄等について随時確認し、備蓄・調達に努めます。

≪ ⑧ 災害や感染症対策にかかる体制整備 ≫

　地域包括支援センター運営協議会の開催を通じて、地域包括支援センターの運営上の課題解
決を図るとともに、サービスの質の向上を図ります。また、人員体制について、多様なニーズ
に対応するため、専門職の配置等について検討します。

≪ ⑨ 地域包括支援センターの機能強化 ≫

　これまで増加を続けていた高齢者人口は、減少傾向に進むことを見込んでいる反面、一人暮
らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加が予測され、介護サービスを利用する方々
は、増加していくことが考えられます。
　このことを踏まえ、地域の実情に応じたサービスが提供できるよう
施設整備を進めます。

サービス基盤整備計画

第８期介護保険事業計画サービス基盤整備の方針

　65歳以上の第1号被保険者数の令和22年度までの見込みは、令和４年度（第８期）から、徐々に
減少すると見込んでいますが、40歳～ 64歳までの第２号被保険者数は、第１号被保険者数の減少よ
りも、大きく減少していくことが見込まれています。
　介護にかかる費用の第１号被保険者の負担割合は、第２号被保険者の負担が大きくなりすぎること
を鑑み、徐々に上昇してきましたが、今後も、第２号被保険者数の減少が大きいと見込まれることから、
上昇していくと推計しています。

介護保険給付費等の見込みと介護保険料
被保険者数と 65歳以上の介護保険料の負担割合の推移

　第８期事業計画期間の介護保険料については、新たなサービス基盤整備に伴うサービス量増加分の
負担増や、被保険者数が減少することにより、一人当たりの負担の増が見込まれます。第９期以降の
長期的な見込みでは、第 2号被保険者数の減少に伴い、第 1号被保険者の負担割合の上昇が見込ま
れるため、介護保険料額についても上昇すると推計しています。今後は、介護保険料の著しい上昇を
抑制するため、給付準備基金を活用して保険料の負担軽減を段階的に実施していきます。また、引き
続き低所得者にかかる保険料軽減も実施します。

介護保険にかかる費用と介護保険料額（基準月額）の推移
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より、介護保険料額も上昇することが見込ま
れます。
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22.0% 23.0% 23.0% 23.4% 24.0% 25.1% 26.8%

※ 負担割合は、厚生労働省作成の「見える化システム」による推計です。
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介
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の
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下
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と
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と
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ご
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。

※40歳から64歳の方が健康保険料に上乗せして納めている介護保険料につ
いても、社会保険料控除の対象となります。申告額の確認等については、
加入している医療保険者にお問い合わせください。

　要介護１から要介護５の要介護認定を受けている方は、
障害者控除の対象となる場合があります。詳しくは、お
住まいの市町村の介護保険担当窓口にお問い合わせくだ
さい。

障害者控除について
この機会に、納め
忘れがないか、確
認しましょうね。

介
護
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ま
す

　
医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利

用
料
は
、
所
得
税
や
市
町
村
民

税
申
告
の
「
医
療
費
控
除
」
の

対
象
と
な
り
ま
す
。
具
体
的
な

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
種

類
は
、下
の
表
の
と
お
り
で
す
。

　
令
和
２
年
１
月
か
ら
令
和
２

年
12
月
ま
で
の
１
年
間
に
支

払
っ
た
「
医
療
系
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
利
用
料
」
が
対
象
と
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ま
す
。

　「特別養護老人ホーム」「介護老人保健施設」「療養型医療施設」「介護医療院」の施設サービ
ス利用料と食費及び居住費は、医療保険の入院と同じく「医療費控除」が受けられます。
ただし「特別養護老人ホーム」については、１／２の額が対象となります。

居宅サービス利用の場合

・訪問看護　・通所リハビリテーション　・訪問リハビリテーション
・短期入所療養介護　・居宅療養管理指導　※以上は介護予防を含みます。

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用する場合のみ）
・複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組み合わせにより提供されるもの
のみ。生活援助中心型の訪問介護部分を除く）

控除の対象になる、医療系の介護サービスは？

　また、 　 と　 の条件を満たす場合、次の介護サービス利用料も「医療費
控除」の対象となります。

　 ケアプランに基づき利用した場合のサービスであること
　 ケアプランに、「医療系の介護サービス」のいずれか、または、医療保険
の訪問看護が位置づけられていること

施設サービス利用の場合

１ ２

１

２

・身体介護が中心の訪問介護（生活援助が中心の訪問介護は対象外です）　・訪問入浴介護
・夜間対応型訪問介護　・通所介護（地域密着型含む）　・認知症対応型通所介護　
・小規模多機能型居宅介護　・短期入所生活介護　※以上は介護予防を含みます。

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用しない場合及び連携型事業所のみ）
・複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組み合わせにより提供されるもののみ。生活援助中心
型の訪問介護部分を除く）

・介護予防・日常生活支援総合事業の訪問介護相当サービス（生活援助中心型のサービスを除く）
・介護予防・日常生活支援総合事業の通所介護相当サービス

医療系の介護サービスまたは医療保険の訪問看護

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
料
は

と
な
り
ま
す

「
医
療
費
控
除
」の
対
象

「
社
会
保
険
料
控
除
」の
対
象

年金保険者 　　　　　 北アルプス広域連
合

特　別　徴　収 普　通　徴　収



６７

申
告
の
準
備
は
お
済
み
で
す
か
？

　
介
護
保
険
料
は
、
所
得
税
や
市
町
村

民
税
申
告
の
際
に
「
社
会
保
険
料
控
除
」

の
対
象
と
な
り
ま
す
。
令
和
２
年
１
月

１
日
か
ら
令
和
２
年
12
月
31
日
ま
で
に

納
め
て
い
た
だ
い
た
金
額(

特
別
徴
収

の
場
合
は
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
た
金

額)

の
合
計
を
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
一
年
間
の
納
付
額
に
つ
い
て

は
、
下
の
表
の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。

　
納
付
方
法
別
に
年
金
保
険
者(

日
本

年
金
機
構
等)

ま
た
は
北
ア
ル
プ
ス
広

域
連
合
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
「
源
泉
徴
収

票
」「
納
付
済
額
証
明
書
」
を
送
付
い
た

し
ま
す
の
で
、
申
告
の
際
に
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

※40歳から64歳の方が健康保険料に上乗せして納めている介護保険料につ
いても、社会保険料控除の対象となります。申告額の確認等については、
加入している医療保険者にお問い合わせください。

　要介護１から要介護５の要介護認定を受けている方は、
障害者控除の対象となる場合があります。詳しくは、お
住まいの市町村の介護保険担当窓口にお問い合わせくだ
さい。

障害者控除について
この機会に、納め
忘れがないか、確
認しましょうね。

介
護
保
険
料
は

と
な
り
ま
す

　
医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利

用
料
は
、
所
得
税
や
市
町
村
民

税
申
告
の
「
医
療
費
控
除
」
の

対
象
と
な
り
ま
す
。
具
体
的
な

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
種

類
は
、下
の
表
の
と
お
り
で
す
。

　
令
和
２
年
１
月
か
ら
令
和
２

年
12
月
ま
で
の
１
年
間
に
支

払
っ
た
「
医
療
系
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
利
用
料
」
が
対
象
と
な
り

ま
す
。

　「特別養護老人ホーム」「介護老人保健施設」「療養型医療施設」「介護医療院」の施設サービ
ス利用料と食費及び居住費は、医療保険の入院と同じく「医療費控除」が受けられます。
ただし「特別養護老人ホーム」については、１／２の額が対象となります。

居宅サービス利用の場合

・訪問看護　・通所リハビリテーション　・訪問リハビリテーション
・短期入所療養介護　・居宅療養管理指導　※以上は介護予防を含みます。

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用する場合のみ）
・複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組み合わせにより提供されるもの
のみ。生活援助中心型の訪問介護部分を除く）

控除の対象になる、医療系の介護サービスは？

　また、 　 と　 の条件を満たす場合、次の介護サービス利用料も「医療費
控除」の対象となります。

　 ケアプランに基づき利用した場合のサービスであること
　 ケアプランに、「医療系の介護サービス」のいずれか、または、医療保険
の訪問看護が位置づけられていること

施設サービス利用の場合

１ ２

１

２

・身体介護が中心の訪問介護（生活援助が中心の訪問介護は対象外です）　・訪問入浴介護
・夜間対応型訪問介護　・通所介護（地域密着型含む）　・認知症対応型通所介護　
・小規模多機能型居宅介護　・短期入所生活介護　※以上は介護予防を含みます。

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用しない場合及び連携型事業所のみ）
・複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組み合わせにより提供されるもののみ。生活援助中心
型の訪問介護部分を除く）

・介護予防・日常生活支援総合事業の訪問介護相当サービス（生活援助中心型のサービスを除く）
・介護予防・日常生活支援総合事業の通所介護相当サービス

医療系の介護サービスまたは医療保険の訪問看護

医
療
系
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
料
は

と
な
り
ま
す

「
医
療
費
控
除
」の
対
象

「
社
会
保
険
料
控
除
」の
対
象

年金保険者 　　　　　 北アルプス広域連
合

特　別　徴　収 普　通　徴　収
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介護給付費のお知らせ
被保険者番号：　　　　　　氏名：　　　　　　様
あなたの 令和２年１月 ～ 令和２年12月 における介護給付費は以下のとおりです。

第　　　　　号

令和

問い合わせ先
　〒398-0002　大町市大町1058番地
　北アルプス広域連合　介護福祉課介護保険係
　電話番号（代表）0261-22-6764　（係直通）0261-22-7196

398-0002

大町市大町

様 北アルプス広域連合長

牛　越　　徹

○○リハビリセンター

○○居宅介護支援センター

○○介護ショップ

通所リハ

居宅支援

用具貸与

令和２年１月

合　計

○○リハビリセンター

○○居宅介護支援センター

○○介護ショップ

通所リハ

居宅支援

用具貸与

令和２年２月

6,9927 69,920

7,9588 79,580

3,09028 30,900

18,560

3,09031 30,900

10,082 119,380

18,560

サービス
提供年月

サービス
日数/回数

利用者負担額
合計額（円）

サービス費用
合計額（円）サービス事業者 サービス種類/サービス略称
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１　第８期介護保険事業計画（案）の概要‥‥２～５頁

２　確定申告の準備（介護保険料）‥‥‥‥‥‥‥６頁

　　　　　〃　　　（医療費控除等） ‥‥‥‥‥‥７頁
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　傷病によりおおむね６カ月以上寝たきりで、療養上おむつが必要な方は、おむつ代が「医療費控除」の対
象となります。控除を受けるためには、確定申告の際、医療費控除の明細書とともに下記の書類が必要です。

① 初めておむつ代の医療費控除を受ける方

② 医療費控除を受けるのが２年目以降の方

医師が発行した「おむつ使用証明書」 
… かかりつけの医療機関にご相談ください。（発行手数料がかかります）

２年目以降の方で、主治医の意見書により必要項目が確認できる場合※は、
北アルプス広域連合が発行する「主治医意見書内容確認証明書」を、上記の
「おむつ使用証明書」に代えることができます。

主治医意見書のうち、作成日、寝たきり度、尿失禁の可能性の記載の内容により
発行できない場合があります。その場合は、①の医師が発行する「おむつ使用証明書」
が必要になります。

ご希望の方は、お住まいの市町村の介護保険担当課にお問い合わせください。

※

確定申告の際のおむつ使用証明書について

ぶらり！ おでかけ乗りましょカー

介護給付費のお知らせ（給付費通知）の送付について
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通知の内容
　令和２年１月～令和２年12月にご利用の居宅サービス、
地域密着型サービスの利用状況
※施設サービス、福祉用具購入、総合事業の利用状況や、介護保険給付
外のもの（通所サービスでの食費等）は記載されていません。

池田町　買い物支援事業

が始まりました。

　「巡回バスの乗車やバス停まで行くことが困難になった」、「スー
パーでの買い物を手伝ってほしい」、「店で買ったものを運んだり、
冷蔵庫に入れたりするのを手伝ってほしい」という声から、池田
町で支え合い活動による買い物支援事業が始まりました。
　この事業では、池田町にお住まいの事業対象者や要支援認定を
受けている高齢者を対象に、車への乗降から買い物中のサポート、
買い物後の荷物運びや片付けまでを、一貫してお手伝いしていま
す。利用している方からは、「買い物に行けてうれしい」という声
が寄せられています。また、この事業のお手伝いをしている方々は、
「活動することで、自分の生活にも張り合いがでる」と、意欲的に
活動していただいています。

利用料金や事業内容の詳細は、池田町社会福祉協議会（TEL62-9544）までお問い合わせ下さい。


